




Die Notgeschaftsfuhrungspflicht beim Auftrag : 




















































































が挙げられる(幾代遇=広中俊雄編『新版注釈民法 (16)債権(7).1(有斐閣， 1992) 297頁(中山高男執筆))。
(7)梅謙次郎『民法要義巻之さ(釘正増補33版)j(手守勢閑 1912)757頁以下 我奏楽[民決議義V-3債権各論
中巻2j(岩波書庖， 1969) 698頁。










































(12) Andreas Riedler， Burgerliches Recht Band II Schuldrecht BT， 4.Aufl.， 2010， Rn.5/1: Looschelders. Schuldre. 




(14) Brox/陥 lker，Besonders Schuldrecht. 36.Aufl.， 2012， S.35; Pieper/Annegerd， Schuldrecht BT 3， 17.Aufl.， 

































2006. Rn.5 zu S 672.)。
(17) PalandtKomm-Hartwig Sprau， 72.Au乱.2013. Rn.l zu S 672; ]urisPK-Gunther Honn. 6.Aufl.， 20l3. Rn.l zu 
S 672; MunchKomm-Hans Hermann Seiler. 6.Au日.2012. Rn.l zu S 672; PWWKomm-Oliver Fehrenbacher. 
7.Aufl. 2012. Rn.l zu s 672;NomosKomm-Martin Schwab. 2.Au札2012.Rn.1 zu S 672. 
(18) Benno Mugd.側.Die gesamten Materialien zum Burgerlichen Gesetzbuch fur das 0告utscheReich. Bd.2 





























a. a. O. (Fn. 18)， S.955.)。
(21) ErmanKomm-Klaus Peter Berger， 13.Aufl.， 2011. Rn.4 zu S 672. 
(22)急迫事務処理義務という用語は.条文では用いられておらず，論者によってその用語が異なっている。例えば，
「急迫事務処理義務 (Notgeschaftsfuhrungspflicht)J OurisPK-Honn， a.a. O. (Fn目 17)，Rn.lO zu ~ 672; Bam-
bergerRothKomm・-DetlevFischer， 3目Aufl.，2012， Rn，7 zu ~ 672)や， r急迫処理義務 (Notbesorgungspflicht)J 
(PalandtKomm-Sprau， a. a. O. (Fn. 17)， Rn.2 zu ~ 672; MunchKomm-Seiler. a. a. 0， (Fn， 17)， Rn，8 zu ~ 672; 
PWWKomm-Fehrenbacher， a.a. O. (Fn. 17)， Rn.3 zu ~ 672; ErmanKomm-Berger， a.a. O. (Fn. 21)， Rn.4 zu 






















る (Mugdan，a. a目O.(Fn. 18)， S.306.)。
(24) Mugdan， a. a. O. (Fn. 18)， S.306f， 95. 










に，いかなる法的手段をとるのかのかについて議論がある (jurisPK-Ho・nn，a. a. O. (Fn. 17)， Rn.6f. zu @ 672: 
PWWKomm・Fehrenbacher，a. a. O. (Fn. 17)， Rn.2 zu @ 672: VertKomm.Marina Tamm， l.Auf1.， 2010， Rn.2 zu 
@672.)。































は同人の相続人へと移転されるという (NomosKo仰 n・Schwab，a. a. O. (Fn. 17)， Rn.2f zu @ 673ふ
(30) PalandtKomm.Sprau， a. a. O. (Fn. 1η， Rn.l zu @ 673; jurisPK-Honn， a.a. O. (Fn. 17)， Rn.l zu @ 673: Munch-
Komm-Sei.よ'er，a. a. O. (Fn. 17)， Rn.l zu @ 673; PWWKomm.Fehrenbacher， a.a. O. (Fn. 17)， Rn.l zu @ 673; 
NomosKomm-Schwab， a.a. O. (Fn. 17)， Rn.l zu @ 673. 
(31) Mugdan， a.a. O. (Fn. 18)， S.307.なお.第二草案理白書ではこれについて言及していない。




ないからである (S抑制dingerKom例-Maタtinek，a. a. O. (Fn. 16)， Rn.7 zu @ 673.)。また，受任者の法定代理人が
受任者に代わって委任を実行することも考えられるが，委任者が委任の基礎でなる信頼関係が当該法定代理人
との聞に存しないために，委任者が当該法定代理人による委任の実行を望まない場合には，委任者はBGB671





















務処理義務Jである (NomosKomm-Schwab，a. a. O. (Fn. 17)， Rn.6 zu S 673; ErmanKomm-Berger， a. a. O. (Fn. 
21)， Rn3f. zu S 673; VertKomm-Tamm， a. a. O. (Fn. 27). Rn.l zu s 673;Staudi刀gerKomm-Martinek.a. a. O. 
(Fn. 16)， Rn.8f . zu S 673.) 0 
(34) Mugdan， a.a目 O.(Fn. 18)， S.307. この通知義務の履行には委任者への到達を要しないと言われる。つまり，受
任者の相続人は状況に応じた配慮をしつつ発送することで，当該義務は履行され.この通知の到達リスクは委
任者が負担するとされる (NomosKomm-Schwab.a. a. O. (Fn. 17)， Rn.6 zu s 673;StaudingerKomm-Mortinek， a 













































(39) PalalldtKomm-Strau， a. a. O. (Fn. 17)， Rn.2 zu ~ 672; JurisPK-Ho・11，a. a. O. (Fn. 17)， Rn.3 zu ~ 672; Nomos・
Komm-Schwab， a.a. O. (Fn. 17)， Rn.6 zu ~ 672. 
(40) JurisPK-Ho仰， a. a. O. (Fn. 17)， Rn.l zu ~ 672; JurisPK-Ho1!， a. a. O. (Fn. 17)， Rn.3 zu ~ 673; MunchKomm-
Seiler， a. a. O. (Fn. 17)， Rn.7f. zu ~ 672; MUllchKomm・Seiler，a. a. O. (Fn. 17)， Rn.4 zu ~ 673. 
(41)この例はBGH1989年9月19日判決 (NJW・RR1990， 131.)を基にした。























(43) StaudingerKomm-Mm幼tek，a. a. O. (Fn. 16)， Rn.l3f. zu ~ 672; StaudingerKomm-Martinek， a.a. O. (Fn. 16)， 
Rn.8f. zu 9 673. 
(44) jurisPK-Honn， a. a. O. (Fn. 17)， Rn.lO zu 9672; jurisPK-Honn， a. a. O. (Fn. 17)， Rn.3 zu 9673. 
(45) BGB672条2文， 673条2文に従って委任契約の存続が擬制されるが，その終了時期は， 1色険状態からの脱出
や委任者または委任者の相続人による事務の引受完了など存続の必要性が無くなったときであるときれるが，
それ以外にも，委任の履行など一般的な終了原因によっても終了するとされる (MunchKumm-Seiler，a. a. O. 







おいて初めて日G日674条が適用されることとなるとされる (NomosKomm-Schwab，a. a. O. (Fn. 17)， Rn.lO zu 

























なくてもよいとされる (StaudingerKomm・Martinek，a， a， 0， (Fn， Hi)， Rn.l4 zu ~ 672九
(48) MunchKomm・Seiler，a， a， 0， (Fn， 17)， Rn，7 zu ~ 672目
(49) StaudingerKomm-Martinek， a， a， 0， (Fn， 16)， Rn.l4 zu ~ 672， 






























jurisPK-Honn， a. a. O. (Fn. 17)， Rn.3 zu @673; MunchKomm.Seiler， a. a. O. (Fn. 17)， Rn.4 zu @673.)。換言す
れば，受任者の相続人は委任契約が終了したことを知らないということはありえないと考えられる。




上の変更はあるものの，基本的には従前の契約関係が存続する (ErmanKomm.Berger，a. a o.(Fn. 21)， Rn.4 
zu @ 672; StaudingerKomm・Ma1幼tek，a. a. O. (Fn. 16)， Rn.lO zu @ 672.) 
(55) MunchKomm.Seiler， a.a. O. (Fn. 17)， Rn.8 zu @ 672; ErmanKomm.Berger， a. a. O. (Fn. 21)， Rn.4 zu @ 672; 





の検討を要するもののいずれの内容でもありうる (StaudingerKomm.Martinek，a. a. O. (Fn. 16)， Rn.l4 zu 
@ 672; PalandtKomm.Sprau， a.a. 0目 (Fn.17)， Rn.2 zu @ 672; StaudingerKomm.Martinek， a.a. O. (Fn. 16)， 
Rn.l1 zu @ 673; PalandtKomm.Sprau， a.a. O. (Fn. 17)， Rn.2 zu @ 673ふまた，無償委任と有償委任では内容
が異なることも考えられるが， BGB立法過程においては無償委任が前提であったものの，今日の理解では無
償委任に限らず有償委任であっても同じように論じられていることから，内容事案毎の検討を要するもののい
ずれの内容でもありうる (PalandtKomm.Sprau，a. a. O. (Fn. 17)， Rn.3 zu @ 672; PalandtKomm.SPrau， a.a. O. 


































(jurisPK-Honn， a. a. O. (Fn. 17)， Rn.lO zu @ 672; StaudingerKomm・Mm仙lek，a. a. O. (Fn. 16)， Rn.1lf. zu 
~ 672.)。
(59) NomosKomm.Schwab， a. a. O. (Fn. 17)， Rn.4 zu @ 673; ErmanKomm.Berger， a. a. O. (Fn. 21)， Rn.4 zu @ 673; 

















(60) Mugdan， a. a. O. (Fn. 18)， S.956. 









(63) JurisPK-Ho回目珂， a. a. O. (Fn. 17)， Rn.10 zu @ 672; Mu河chKomm.Seiler，a. a. O. (Fn. 17)， Rn.10 zu @ 672; 
PWWKomm司Fehrenbacher，a. a. O. (Fn. 17)， Rn.3 zu @ 672; BambergerRothKo仰何.Fischer， a.a. O. (Fn. 22)， 
Rn. 7 zu @ 672; ErmanKomm.Berger， a. a. O. (Fn. 21)， Rn.4 zu @ 672; VertKomm. Tamm， a. a. O. (Fn目 27)，
Rn.2 zu @ 672; MunchKomm.Seiler， a. a. O. (Fn. 17)， Rn.5 zu @ 673; PWWKomm.Fehrenbacher， a. a. O. (Fn. 
17)， Rn.2 zu @ 673; EグmanKomm.Berger，a. a. O. (Fn. 21)， Rn.4 zu @ 673; VertKomm. Tamm， a. a. O. (Fn. 27)， 






(ω MunchKomm.Seiler， a.a. O. (Fn. 17)， Rn.10 zu @ 672; NomosKomm.Schwab， a. a. O. (Fn. 17)， Rn.9 zu @ 672; 


































(65) ]urisPK-Honn， a. a. 0目 (Fn.17)， Rn.6 zu ~ 672; NomosKomm-Schwab， a.a. O. (Fn. 17)， Rn.5 zu ~ 672; 






























(66) ]urisPK-Honn， a_a. O. (Fn. 17)， Rn.10 zu ~ 672 
(ω(67η) BGH1ω98的9年9月l印9日判i決夫 (N悶JW-RR1悶9ω0，13泊1.)
(伽臼)]iルurzアn問俗sPK-Ho仰仰nn，a. a. O. (σFn. 17η)， Rn.10 z却u ~672; MI伽1初nchKomm-Seω1仇Jμer，a. a. 0目 (σFn. 17η)， Rn.lO zu ~ 67η2; 
PWWKomm-Fehrenbacher， a. a. O. (Fn. 17)， Rn.3 zu ~ 672; BambergerRothKomm-Fischer， a. a. O. (Fn. 22)， 
Rn. 7 zu ~ 672; ErmanKomm・Berger，a. a. O. (Fn. 21)， Rn.4 zu ~ 672; VertKomm-Tamm. a_ a. O. (Fn. 27)， 
Rn.2 zu ~ 672. 
(69) MunchKomm司Seiler.a. a. O. CFn. 17). Rn.5 zu ~ 673: BambergerRothKomm-Fischer， a. a. O. (Fn. 2). Rn.5 zu 

























(70) Mugdan. a. a. O. (Fn目 18).8.307.
(71) MunchKomm.Seiler. a. a. O. (Fn. 17)， Rn.5 zu @ 673; BambergerRothKomm・Fischer，a. a. O. (Fn. 2)， Rn.5 zu 
@ 673: NomosKomm.Schwab， a. a. O. (Fn. 17)， Rn.6 zu @ 673. 
(72) PWWKomm.Fehrenbacher， a.a. O. (Fn. 17)， Rn.2 zu @673; ErmanKomm・.serger.a. a. O. (Fn. 21)， Rn.4 zu 
@ 673: StaudingerKomm・Martinek，a. a. O. (Fn. 16)， Rn.lO zu @ 673. 
(73)これは，受任者の相続人にとって当該情報提供および耳目未報告義務が不能であるからであり，その限りで
BGB275条が適用され義務が排除される (8taudinger，Rn.l1 zu @673ふまた， BGHは.受任者の死亡により
委任契約が終了すると，受任者の相続人が通知義務を課され，その間は急迫感務処理義務を課されるか杏かに
かかわらず委任契約の存続擬制がなされるために， BGB665， 666条に従った情報提供義務をも課されること
となると判示している (BGHZ104.369， 327ff = WM 1988， 2729)。構造上，情報提供義務を伴う受任者の相
続人の負担というこの法現象を，終了した委任の余後効とみなすという見解もある (StaudingerKomm-Mar-









































































































(幻)石田穣『現代法律学高普段13民法v(契約法H (青林書l免 1982)362頁，三宅・前掲注 (74)1020頁以下，
鈴木禄弥『債権法講義 (4訂版).1(創文社， 2001) 675頁。
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第四章結び
本稿では，委任契約終了後の急迫事務処理義務について，我が園の理論形成に多大な影響を与
えているドイツ法理論を整理し，これまであまり検討されてこなかった義務発生の要件.存立根
拠，内容，違反の効果，情報提供との関係性という点に着目して検討を行った。
急、迫事務処理義務が存する聞は委任契約が存続するとみなされ，その結果，その義務の内容は
委任者側の利益を考慮した委任契約上の主たる義務としての委任事務である場合と，委任者側へ
の委任事務の引き継ぎに向けられた準備ないし清算を目的とした委任事務である場合が存するも
のの，従来の委任契約上の義務と内容を異にしないということは重要である。我が国では民法
654条に「必要な処分」と定められていることから，その内容は個別具体的に判断すればよいと
されているが，その内容が暖昧なままであった。これにつき，急迫事務処理義務が従来の委任契
約上の義務として扱われることを明らかにし，その結果，委任者側から指図があるまでは受任者
は従来の委任事務を継続すれば足りることを本稿で示すことができた。また，我が国の理論形成
のなかで重要視されてきた受任者側の報酬・費用償還請求権とも矛盾する結論ではなく，これら
の請求権を基礎づける義務の存在を示すことができた。
さらに，委任契約終了原因が存する場合であっても委任契約が存続することとなる根拠は，当
事者聞の信頼を重視した委任契約そのもののみならず，委任者側の利害関係であることは重要で
ある。すなわち，委任契約の義務内容は結果を必要とされないと理解されているが，委任者によっ
て委託された事務の現状を最も把握しているのは受任者であることから 委任契約終了によって
委任者側が即時に対応することができるまでは受任者が委任事務を継続することが要求されてお
り.このことは契約関係が存続し契約当事者を拘束する根拠として提示することができょう。
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